
区分変更申請の際の
サービス担当者会議の
タイミングについて

＊この動画は、「VOICEVOX:雀松朱司」
を使用して作成しています。



基準の条文
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準：第１３条第１５号

介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の
開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専
門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由が
ある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることがで
きるものとする。

イ 要介護認定を受けている利用者が法第２８条第２項に規定す
る要介護更新認定を受けた場合

ロ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項に規定す
る要介護状態区分の変更の認定を受けた場合



ロ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項に規定す
る要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 とは？

・区分変更申請に関して、サービス担当者会議の開催時期は、

①認定申請日にさかのぼるのか？

②認定結果が出たときか？



ロ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項に規定す
る要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 とは？（続き）

・区分変更申請は、利用者様の状態の変化をきっかけとする中で、
①（区分変更申請前）の時点で、既に状態は変化している。

・居宅介護支援費・各サービス事業所の算定は、① （区分変更
申請前）にさかのぼって区分変更後の単位数で算定。

①のタイミングでサービス担当者会議を開催し、結果が出るまで
の間の暫定プランを策定することが原則です。

⇩

・その状態にあった介護サービスを提供するための暫定（区分変
更申請の結果が出る間での間）のケアプランが必要。



※軽微な変更ができる範囲は、介護最新情報Vol.959（令和３年
３月３１日）を参考にしてください。
次ページ、次々ページに同情報の別表を添付します。

・見立てどおりの要介護度が出ない場合に備えて、区分支給限度
額の兼ね合いなどから、本来見込んでいるよりもサービス量を抑
えている場合も。
正式な要介護度の決定後のサービスの見直しにおいて、 ①

（区分変更申請前）のタイミングでサービス担当者会議を開催し
ている場合には、軽微な変更で対応できる場合もあります。

暫定プラン策定の際には









軽微な変更の範囲

•緊急的な理由により変更を行う場合

•一時的な理由により変更を行う場合

•利用者の心身又は家族の状況に連動することを理由に、同一若
しくは同様の介護サービスの利用、中止、再開を反復して変更
する場合

例：現在要介護１。状態が悪化しており、要介護３を見込んで、本来はデ
イサービスに週５日行きたいが、他のサービスもあり、要介護２の判定で
は区分支給限度額が足りないため、区分変更申請前のサービス担当者会議
における暫定プランでは、デイサービスは週４日としていた。その後、正
式な結果が要介護３となったため、デイサービスを週５日に変更する場合。

・週４日→週５日という「週に１回程度の増」。
・本来、週５日のところを「一時的な理由（区分変更申請中）により」
週４日にしていたものを週５日にする。

⇒軽微な変更で大丈夫です。



軽微な変更の範囲（続き）

※全ての軽微な変更は、介護最新情報Vol.959を踏まえて、ケアマネー
ジャーさんが「サービス担当者会議等の必要性が無い」と判断したもので
す。

※支援経過に、軽微な変更によりケアプランを変更したことが分かるよう
に記録しておいてください。

・暫定プランに「状態に変化が無ければ、本プランに移行することを合
意した」という一文が入っているとより良いです。（参考）


